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【2024年度総括】 

 

2024年は 4月に介護報酬が改定され、全体としては 1.59％の引き上げとなりました。 

しかし一方で、個別サービスにおいては訪問介護の報酬が引き下げられるなど、すべての事業

者にとって一様に好影響とは言えない内容でした。この引き下げは、訪問介護事業者が報告した

収支差率が大きくプラスであったことが要因とされており、経営実態調査への正確な回答の重要

性が改めて浮き彫りになりました。すでに 2027 年の次期介護報酬改定に向けた議論が始まって

いるので、特に住宅型有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅（サ高住）事業者は、今か

らの準備が求められます。 

2024年は、有料老人ホームを取り巻く環境において、数多くの課題が顕在化した年でもありま

した。特に、東京都足立区等において、職員が一斉に退職し入居者が取り残されるという事案は、

社会に大きな衝撃を与えました。この背景には、経営難により給与未払いが発生していたことが

あります。他にも、入居者 1 人あたり 150 万円にも上る高額な紹介手数料の存在も問題視され、

紹介事業者による施設紹介のあり方が問われることとなりました。これを受け、年末には厚生労

働省より紹介手数料の適正化に関する通知が発出され、高齢者住まい事業者団体連合会（高住連）

が運営する紹介事業者届出公表制度の遵守項目も大きく見直しを求められました。 

このような中、本協会では、介護業界における慢性的な人材不足、物価上昇など、業界を取り

巻く厳しい経営環境を背景に、事業者支援を一層強化してまいりました。 

2024 年度の入居者生活保証制度加入審査委員会では、延べ 16 件の審査を実施しましたが、そ

の内の半分は法人グループ内再編に伴う事業譲渡や、Ｍ＆Ａによる事業者変更でした。投資ファ

ンドや異業種の大手企業が積極的に資金を投じ、今後もＭ＆Ａの活発化が想定されますので、一

層の入居者保護が求められることになります。制度が抱えるリスク量と資産のバランスを保ちつ

つ、会員がより利用しやすい制度となるよう、検討を継続してまいります。 

また、2023年度に引き続き、サービス品質向上に向けた会員の取組みを、各種媒体を通じて周

知しました。後ろ向きの報道が多い今だからこそ、本協会の会員ホームの「安心・安全」を社会

に訴える契機と捉え、あんしん宣言やサービス第三者評価の受審を会員に呼びかけ、消費者に対

する訴求力を上げることに注力しました。 

さらに、2024年度は、自治体からの消費者向け講座の講師派遣依頼が大幅に増加しました。想

定される背景として、団塊の世代が高齢者となり、老後の住まいを早めに検討する層が増加した

ことがあげられます。高齢者向け住まいを消費者に啓発するだけでなく、本協会及び会員の認知

度向上の機会となるよう、次年度以降も積極的に対応してまいります。 

地域活動では、地域連絡協議会のイベント支援に加え、各地で開催された消費者向けセミナー

へ出展し、「リビング倶楽部」の入会に努めました。3月に開催された近畿連絡協議会による大阪

フェスタでは 700 名以上が来場し、コロナ以前の賑わいが戻ってきたこと、そして、正しい情報

を求めている消費者が多いことを実感しました。なお、2024年度は、リビング倶楽部の（消費者）

会員の内、47名が会員ホームへ入居したことを確認しております。 

業界唯一の施設長研修は、中間マネジメント層の育成に悩む事業者ニーズを起点として、内容

を事業環境の変化に適合させるため、2 年をかけて研修委員会で見直しを検討してきた新カリキ

ュラムが完成しました。2025年度より新カリキュラム、新講師陣で集合形式により開始します。 



 

 

サービス第三者評価事業についても、既存の評価スケールの課題を解決するため、調査研究委

員会を設置して、その見直しを検討し、新たな評価基準を策定しました。 

組織率向上の観点では、新たな試みとして、高齢者住宅協会と共同で、非会員を含む外付けサ

ービス事業者に向けて、集中減算対策のセミナーとホーム見学会を併せたイベントを開催しまし

た。 

高住連としては、次期介護報酬改定を見据え、生産性向上や外国人材の活用をテーマとしたセ

ミナーを開催しました。 

また、紹介事業者届出公表制度の運営は、届出数が 600 法人を超え、多くの紹介事業者をカバ

ーするに至りました。引き続き基礎講座等を展開して、紹介事業の質向上も強化してまいります。 

最後に、2024年度の決算は、経常増減額が約 340万円の赤字となりました。詳細については、

決算報告書をご高覧ください。 

 2025年度も引き続き、会員ホームの運営支援と、入居者保護に努めてまいりますので、より一

層のご協力を賜りますよう、お願い申し上げます。 



 

 

Ⅰ．法人の概況 

 

１．設立年月日 

1982年（昭和 57年）2月 8日 

 

２．定款に定める目的 

本協会は、日本全国における有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の入居者の 

保護と提供サービスの質の向上を図り、各種高齢者住まい事業を含む事業の健全な発展に努め、 

もって高齢者の福祉の増進に資することを目的とする。 

 

３．定款に定める事業内容 

本協会は、上記（定款に定める）目的を達成するため、次の各号に掲げる事業を行う。 

（１）入居者生活保証制度等、入居者の保護に関する事業 

（２）事業の健全な発展及び質的向上等に関する事業 

（３）その他、本協会の目的を達成するために必要な事業 

 

４．所管官庁に関する事項 

内閣府 

  厚生労働省老健局 

 

５．会員等の状況 ※詳細は附属明細書参照（2025年 3月 31日現在） 

（１）正会員・開設前会員・準会員数                                   （法人） 

期 首 入 会 退 会 期 末 増 減 

417 9 ▲14 412 ▲5 

【会員区分の期末内訳】 正会員（409）開設前会員（1）準会員（2） 

 

（２）登録ホーム数                             （ホーム） 

期 首 新規登録 抹 消 期 末 増 減 

919 30 ▲39 910 ▲9 

 

（３）情報会員数                               （法人） 

期 首 新規登録 退 会 期 末 増 減 

16 11 0 27 11 

 

（４）賛同会員数                               （法人） 

期 首 新規登録 退 会 期 末 増 減 

67 16 ▲15 68 1 

 

 

 



 

 

６．主たる事務所の状況 

  事務所所在地：東京都千代田区外神田 2-5-15 外神田Ｋビル 4階 

 

７．役員等に関する事項（2025年 3月 31日現在） 

 

役 職 氏 名 勤務状況 所属（役職等） 

理事長 中澤 俊勝 非常勤 元 スミリンフィルケア株式会社 代表取締役 

副理事長 塚本 友紀 非常勤 株式会社フロンティアの介護 代表取締役 

副理事長 野本 久 非常勤 株式会社長谷工シニアウェルデザイン 取締役会長 

常務理事 渡邉 潤一 常 勤 公益社団法人全国有料老人ホーム協会 事務局長 

理 事 生駒 久美子 非常勤 株式会社生駒コーポレーション 代表取締役 

〃 井守 明央 非常勤 元 独立行政法人国民生活センター 理事 

〃 遠藤 健 非常勤 ＳＯＭＰＯケア株式会社 相談役会長 

〃 岸田 宏司 非常勤 和洋女子大学大学院 総合生活研究科 教授 

〃 北村 謙一 非常勤 スミリンフィルケア株式会社 常務取締役 

〃 古後 彰史 非常勤 ＪＲ九州シニアライフサポート株式会社 代表取締役 

〃 小嶋 孝之 非常勤 有限会社オアシス 代表取締役 

〃 田島 誠一 非常勤 
特定非営利活動法人東京ＹＷＣＡ  

ヒューマンサービスサポートセンター 理事長 

〃 千葉 肇 非常勤 信和法律事務所（弁護士） 

〃 東  雅樹 非常勤 大和ハウスライフサポート株式会社 代表取締役社長 

〃 樋口 壽樹 非常勤 ことぶき企画合同会社 代表 

〃 平川 健二 非常勤 社会福祉法人聖隷福祉事業団 理事 常務執行役員 

〃 平野 裕之 非常勤 日本大学大学院 法務研究科 教授 

〃 山根 香織 非常勤 主婦連合会 常任幹事 

〃 山本 晃弘 非常勤 ＨＩＴＯＷＡケアサービス株式会社 執行役員 

監 事 土田 惠一 非常勤 土田公認会計士事務所（公認会計士・税理士） 

〃 米澤 麻子 非常勤 
株式会社ＮＴＴデータ経営研究所 LIFE･ﾊﾞﾘｭｰ･ｸﾘｴｲｼｮﾝﾕﾆｯﾄ 

ﾍﾙｽｹｱ DX＆ｳｪﾙﾋﾞｰｲﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ ｸﾞﾙｰﾌﾟ長 

 

８．職員に関する事項（2025年 3月 31日現在） 

                        （名） 

職員数 （内、契約職員） 前期比増減 

15 （3） ▲1 

 

９．許認可等 

なし 

  



 

 

Ⅱ―１ 公益目的事業 

 

１．相談事業 

（１）入居相談  

専任の相談員を 1 名/日（要員 2 名）配置し、平日 5 日（10 時～17 時）電話・面談・FAX・

ホームページで相談を受け付けた。2023 年度と比較して、面談（来訪）、電話・文書の相談件

数、資料請求の件数は減少した。入居相談は本人（高齢者）からのものが約 6 割を占めており、

2024年 4月に本協会の事務所を移転したことで相談専用の電話番号が変更となったことから、

旧電話番号につながらなかったことが一つの要因と思われる。 

 入居相談（件） 

2024年度 2023年度 増減 

来訪 19 30 ▲11 

電話・文書 351 438 ▲87 

計 370 468 ▲98 

 

 資料請求（件） 

2024年度 2023年度 増減 

来訪 1 4 ▲3 

電話・文書 137 210 ▲73 

計 138 214 ▲76 

 

（２）苦情相談 

①苦情相談件数  

専任の相談員を 1 名/日（要員 2 名）配置し、平日 5 日（10 時～17 時）電話・面談・FAX・

ホームページで相談を受け付けた。コロナ禍以降、面談（来訪）による相談は少ないが、電

話・文書の相談件数は前年度より増加した。苦情相談の場合は、ネット活用世代の家族からの

相談が約 6 割を占めており、ホームページ等で事務所移転を案内していたことから、電話番号

変更の影響が少なかったものと思われる。 

 苦情相談（件） 

2024年度 2023年度 増減 

来訪 3 5 ▲1 

電話・文書 648 609 49 

計 651 614 48 

 ②苦情対応委員会 

苦情対応規程に基づき委員会を設置し、以下のとおり運営した。 

(ⅰ)苦情対応への助言 

日常的に受けている苦情相談について、必要に応じてその内容を委員会へ報告し、申立人へ

の助言内容やホームへの指導内容について意見を得た。 

(ⅱ) 公表事例の確認 

消費者、事業者の啓発を目的として、苦情相談事例をホームページで公表している。公表内

容について委員会の確認を受け、2024年度は 9事例を公表した。 



 

 

(ⅲ) なんでも相談会の実施 

相談窓口の認知度を上げるために、委員会監修の下で、11月に、フリーダイヤルを利用でき

る相談会を 2 日間実施した。過去の実績（前年度は休止した）から 2 日間で 50 件以上の相談

件数を見込んだが、結果 31件であった。 

告知に関して、会員への協力依頼や、厚生労働省から自治体へ案内する協力もいただいたが、

コストとの見合いで有料広告媒体での露出を絞ったことが件数伸び悩みの原因と思われる。 

実施方法 実施日 相談件数（件） 

  計 苦情 入居 

電話相談会 11月 21日～22日 31 11 20 

 

（３）設立相談 

事業者から電話・メールで受けた設立相談は 19件で、内、1件に入会いただいた。                         

 2024年度 2023年度 

相談件数（件） 19 8 

 

２．入居者生活保証制度 

2020年制度施行から 4年が経過、業界を取り巻く環境は保証事由の発生や保証発動のリスク

が高まっており、2024年度は 2件の保証制度発動がありました（保証金額 3,500万円、協会負

担額 525万円）。保証金支払いは、2025年度となります。 

2024年度は、保証制度の安定性と持続可能性を確保するため、以下の活動を実施した。 

（１）定点観測によるリスクモニタリング 

2024 年 3 月末時点、2024 年 9 月末時点、2025 年 1 月末時点の 3 回、その時点でのリスク量

と資産額の試算ならびに将来シミュレーションを実施した。2023年度のシミュレーションでは、

2026 年度には資産額がリスク量に達することになっていたが、2024 年度のシミュレーション

では、それが 2027年度に少々後ろ倒しになった。 

 

（２）制度の運営 

①入居者生活保証制度加入審査委員会 

2024 年度は委員会を 7 回開催し、延べ 4 件の新規加入審査、8 件の追加ホーム登録審査、4

件の経営状況審査を実施した。全 16 件の審査の内、5 件がホーム運営事業者のグループ内再

編、2 件がＭ＆Ａに伴う審査で全体のほぼ半数を占め、引き続き活発に運営事業者の再編が行

われていることが分かる。 

 ②入居者生活保証制度運営委員会 

定点観測により、資産額がリスク量を超過するタイミングを確認し、拠出金テーブルの見直

し時期を検討した。昨今の倒産件数の増加や、事業の再編が加速していることに鑑み、リスク

量に影響するパラメータに対して更に負荷（ストレス）をかけるシナリオに加えて、保証残高

が大きい事業者の保証発動が同時に起きるようなケースもシナリオとして想定すべき等の意見

が委員会から出された。急激なリスク量増加にも絶え得る運営が可能となるよう、拠出金テー

ブルの最適な見直し時期を継続して検討していくこととなった。 

 ③資産運用委員会 

本協会が保有する資産の 2024年度の運用方針について、資産運用委員会で検討した。 

資産運用の基本原則である、第一に安全性、第二に流動性（換金性）、第三に収益性の基準

に従い、2023年度と同様の方針で運用することとした。 



 

 

④定例確認 

  例年通り、保証制度加入会員から決算書の提出を受け、決算分析を実施して財務状況の変化

を把握した。（決算書受領会員数：287事業者）。 

  また、帝国データバンクから倒産予測値・評点等の信用情報の他、定性的な情報も得て、   

決算書には表れない状況の把握にも努めた。 

 

（３）2024年度入居者生活保証制度加入状況（2025 年 3月 31日現在） 

①加入法人数                                （法人） 

期 首 入 会 退 会 期 末 増 減 

315 7 ▲11 311 ▲4 

②登録ホーム数                              （ホーム） 

期 首 新規登録 抹 消 期 末 増 減 

728 27 ▲32 723 ▲5 

 ③加入者数                                  （名） 

期 首 新規加入 終 了 期 末 増 減 

33,290 4,021 ▲4,153 33,158 ▲132 

④加入者延べ人数 

106,945名 

 

３．入居者生活支援制度 

本制度は、正会員に倒産又は天災等の事態が発生し、本協会登録ホームにおける各種のサー

ビス提供が著しく困難な状況となり、入居者の日常生活に重大な支障をきたした場合に、入居

者の生活について必要最低限の支援を行うもの。 

・2024年度は本制度を発動する事案はなかった。 

・2024年 1月 1日に発生した能登半島地震で、他業界団体や自治体等からの要請で本協会会員

が実施した被災地への人的支援活動に対し、6 法人への応援金の支払いを理事会で決議した。 

・能登半島地震における会員の被災地支援活動や、災害救助法の改正状況も踏まえつつ、登録

ホームの被災に限定した本制度の見直しを図るとともに、災害時における会員の相互支援の

協定策定に向けた準備を地域連絡協議会と共に進めていく。 

 

４．講座・セミナー・育成事業 

（１）消費者向け講座（会員や自治体が実施する消費者向け講座への講師派遣） 

有料老人ホーム等のサービスや契約条件に関しては、その事業の多様性ゆえに、客観的かつ

包括的な情報を消費者が得られる機会は少ない。そこで本協会は、入居検討者の適切なホーム

選択に資するために、全国の地方自治体がそれぞれの地域で開催する消費者向け講座へ講師を

派遣している。 

また、全国の消費生活センター等の相談員向け講座にも講師を派遣している。 

2024 年度は、2023 年度と比較して講師派遣依頼件数が倍増した。全 22 件中、集合形式での

開催が 18 件、事前収録した講義内容を YouTube で配信する形式や ZOOM でのオンライン開催の

依頼が 4 件であった。 

また、「講師派遣取扱規程」を改正し、会員や登録ホームが単独で実施する消費者向けセミ

ナーにも講師を派遣することとした。 



 

 

講演の中では、本協会の活動のことと、登録ホームの安心・安全に向けた取り組みや、「有

老協・リビング倶楽部」のことも含めて紹介し、広報の一環としても取り組んだ。 

（件）  
2024年度 2023年度 増減 

講師派遣数 22 11 11 

（内、消費者向け） (16) (7) (9) 

（内、相談員向け） (5) (3) (2) 

（内、学生向け） (1) (1) － 

（名） 

実施日 主催 テーマ 参加 

4月 18日 野田市中央地域包括支援セン

ター 

終のすみかの選び方 高齢者向け住まいの

種類と選び方のポイント 

13 

4月 25日 江東区消費者センター 高齢者向け住宅の基礎知識と賢い選び方 25 

6月 02日 全国消費生活相談員協会 有料老人ホーム選び方のポイントとトラブ

ル事例の対処法 

69 

6月 14日 昭和女子大学人間社会学部 老人ホームにおける介護等体験 34 

7月 26日 横浜市消費生活総合センター 高齢者向け住まいの種類と選び方～有料老

人ホームを中心に～ 

178 

8月 22日 東大和市総合福祉センター 

は～とふる 

高齢者向け住まいの種類 7 

8月 28日 刈谷市役所福祉健康部長寿課 高齢期に備える講座（住まい編） 29 

9月 13日 東京都多摩消費生活センター 高齢者向け住まいの種類と選び方のポイント 251 

10月 02日 筑紫野市消費生活センター 高齢者向け住まいの種類と選び方のポイント 30 

10月 25日 清瀬市地域包括支援センター  高齢期の住まいについて 14 

11月 09日 日本消費生活アドバイザー･ 

コンサルタント･相談員協会 

有料老人ホームの種類と選択のポイントに

ついて 

98 

11月 29日 日本介護支援協会 有料老人ホームの価格多様化と特別養護老

人ホームとの比較 

36 

12月 05日 品川区消費者センター 高齢者向け住まい～有料老人ホーム消費者

トラブルの現状と課題～ 

9 

12月 12日 練馬区消費生活センター 住まいを考える～シニア向け住宅の基礎知

識とかしこい選び方～ 

49 

1月 29日 調布市役所 生活文化スポー

ツ部文化生涯学習課 

高齢者向け住宅の基礎知識と賢い選び方 30 

1月 30日 埼玉県越谷市くらし安心課 高齢者向け住まいの種類と選び方のポイン

ト（+消費者トラブルについて） 

115 

2月 07日 葛飾区社会福祉協議会 終活講座「高齢者向け住まいの種類・費用

と選び方のポイント」 

38 

2月 26日 全国合理化建物協会株式会社 虐待防止研修 12 

2月 27日 株式会社産案（セカンドライ

フセミナーin小田原） 

元気なうちに考える！～高齢者向け住宅へ

の住み替え～ 

32 

3月 05日 株式会社産案（セカンドライ

フセミナーin船橋） 

元気なうちに考える！～高齢者向け住宅へ

の住み替え～ 

46 



 

 

実施日 主催 テーマ 参加 

3月 13日 武蔵野市福祉公社 有料老人ホームのかしこい選び方や注意点 23 

3月 17日 松戸ニッセイエデンの園 相談事例から学ぶ「失敗しないホーム選

び」 

22 

 

（２）研修事業（協会が主催する研修以外、自治体が主催する研修の受託及び研修への講師派遣、

会員事業者の研修活動支援なども含む） 

①職員研修 

(ⅰ) 施設長研修 

新型コロナウイルス感染症は、感染症法上の位置付けが 5 類に移行してから 1 年が経過した

ので、2024年度は集合形式とオンライン形式のダブル開催とした。 

〔前期日程〕                                 （名） 

 
実施日 実施方法 

参加者数 

 2024年度 2023年度 増減 

第 1 回 9月 17日～18日 集合 

会員 24 － － 

一般 6 － － 

計 30 － － 

第 2 回 10月 8日～10日 オンライン 

会員 46 77 ▲31 

一般 30 105 ▲75 

計 76 182 ▲106 

計 

会員 70 77 ▲7 

一般 36 105 ▲69 

計 106 182 ▲76 

 

〔後期日程〕                                 （名） 

 
実施日 実施方法 

参加者数 

 2024年度 2023年度 増減 

第 1 回 11月14日～15日 集合 

会員 23 － － 

一般 5 － － 

計 28 － － 

第 2 回 12月10日～12日 オンライン 

会員 47 68 ▲21 

一般 28 76 ▲48 

計 75 144 ▲69 

計 

会員 70 68 2 

一般 33 76 ▲43 

計 103 144 ▲41 

 

 

 

 



 

 

〔前期日程カリキュラム〕 

テーマ/講師 

第 1 講 「有料老人ホームの法令・制度上の位置づけと事業特性の理解」 

厚生労働省老健局高齢者支援課 高齢者居住支援係長 長井健太 氏 

第 2 講 「有料老人ホーム総論」 

公益社団法人全国有料老人ホーム協会 理事長 中澤俊勝 氏 

第 3 講 「認知症の症状の理解と対応方法」 

社会医療法人財団石心会 理事長 杉山孝博 氏 

第 4 講 「業務の標準化と個別化」 

天晴れ介護サービス総合教育研究所株式会社 代表取締役 榊原宏昌 氏 

第 5 講 「高齢者の身体特性の理解」 

日本社会事業大学専門職大学院 福祉マネジメント研究科 教授 鶴岡浩樹 氏 

第 6 講 「入居者の人権保護、尊厳確保とコミュニケーション力向上Ⅰ」 

特定非営利活動法人東京ＹＷＣＡヒューマンサービスサポートセンター 

理事長 田島誠一 氏 

第 7 講 「入居者の人権保護、尊厳確保とコミュニケーション力向上Ⅱ（グループワーク）」 

特定非営利活動法人東京ＹＷＣＡヒューマンサービスサポートセンター 

理事長 田島誠一 氏 

第 8 講 「入居者のニーズ把握とサービスの質向上」 

社会福祉法人聖隷福祉事業団 高齢者公益事業部運営管理部 

執行役員 部長 村井康隆 氏 

第 9 講 「施設業務と管理者の役割理解」 

HITOWAケアサービス株式会社 執行役員 山本晃弘 氏  

〔後期日程カリキュラム〕 

テーマ/講師 

第 10講 「入居契約の理解」 

公益社団法人全国有料老人ホーム協会 事業部部長 松本光紀 

第 11講 「施設運営リスクの理解」 

一般財団法人長寿会 理事長 加藤伸一 氏 

第 12講 「苦情解決への取り組み」 

株式会社ツクイスタッフ 喜山志津香 氏 

第 13講 「入居者虐待・身体拘束廃止への取り組み」 

日本福祉大学 福祉経営学部医療・福祉マネジメント学科 教授 綿 祐二 氏 

第 14講 「職員意識の理解と人材管理Ⅰ」 

株式会社 Rensa 取締役 丸山法子 氏 

第 15講 「職員意識の理解と人材管理Ⅱ（グループワーク）」 

株式会社 Rensa 取締役 丸山法子 氏 

第 16講 「職員トラブルへの対応」 

株式会社マザアス 特別顧問 吉田 肇 氏 

第 17講 「セルフ・マネジメント」 

株式会社ＩＤＯ 代表取締役会長 井戸和宏 氏 

第 18講 「施設運営における収支管理」 

株式会社ＩＤＯ 代表取締役社長 本間佑介 氏 



 

 

(ⅱ) 事例発表研修 

西日本は集合とオンラインのハイブリッド、東日本はオンデマンドで実施した。 

 発表数 
一般公開等 

2024年度 2023年度 

西日本 9ホーム 7ホーム 

8月 29日に集合形式と LIVE配信によるハイブリッド開催。

9 月 30 日より本協会ホームページの事業者サイトで 4 事

例、会員限定サイトで 5 事例を公開した。また「有老協・

リビング俱楽部」の情報誌に、掲載に同意いただいた参加

ホームの発表事例一覧を掲載した。 

東日本 9ホーム 12 ホーム 

10 月 1 日より本協会ホームページの事業者サイトで全発表

事例を公開した。また、審査を行い、最優秀 1 事例、優秀

2 事例を決定し、「有老協・リビング俱楽部」の情報誌に、

最優秀事例、優秀事例及び参加ホーム一覧を掲載した。 

②職員研修委員会  

(ⅰ)施設長研修のカリキュラムの見直しを検討し、新カリキュラムと、各講義の講師を決定。

2025年度から新カリキュラムで実施する。 

(ⅱ)施設長研修受講者から提出されたレポートの確認と修了証交付者の決定。 

 

（３）事業者育成事業 

 ①サービス品質向上に向けたサポート 

  会員のサービス品質向上を支援し、会員ホームが「安心・安全」であることを消費者にアピ

ールできるエビデンスを提供することを目的として、継続的に以下(ⅰ)～(ⅲ)の事業を展開し

ている。 

 (ⅰ) コンプライアンス確認 

正会員入会時に、入居契約書、重要事項説明書、管理規程の内容について法令遵守状況を確

認している。また、入会後は法令遵守を継続するために必要な情報を適宜ホームページやメー

ルマガジン等で提供している。 

(ⅱ) サービス第三者評価 

サービス第三者評価は、第三者（評価機関）の目でホームを点検し、その結果を業務改善に

つなげていく取り組みである。2024 年度の受審ホームは 17 件（介護付 16、住宅型 1）であっ

た（2023年度は 15件）。 

評価結果の公表を希望するホームについては、本協会ホームページの消費者向けサイトで公 

表している。 

また、受審ホームへインタビューし、優れた取り組みとして評価された内容を、消費者向け

サイトや「有老協・リビング倶楽部」の情報誌、有老協チャンネルに掲載した。 

(ⅲ) あんしん宣言 

本協会が 2020 年度の厚生労働省補助金事業で策定した「有老協・有料老人ホームあんしん

宣言」の普及・啓発に取り組んでいる。 

企業理念・経営理念に基づくホームの行動指針や運営基準等を公表するとともに、情報公開

や適正な入居契約の履行を宣言していただき、公表申込みをした登録ホームは、その宣言内容

をホームページで公表している。 

2024 年度の宣言ホーム数は 27 ホーム、累計では 265 ホーム（うち登録ホーム 227 ホーム）

となった。 



 

 

あんしん宣言したホームを消費者へ周知するため、「有老協・リビング倶楽部」の「登録ホ

ームリスト（冊子）」の中で明示している。 

また、あんしん宣言したホームに、ホームでの優れた取り組みについてインタビューし、そ

の内容を消費者向けサイトや「有老協・リビング倶楽部」の情報誌、有老協チャンネルに掲載

した。 

②人材確保支援セミナー 

(ⅰ) 生産性向上 

人材確保支援の一環として、「処遇改善加算の改正に伴う生産性向上への取り組み」をテー

マに、以下セミナーをオンラインで実施した。 

実施日 テーマ 参加（名） 

4月 26日 

〇処遇改善加算の説明、生産性向上の為の業務改善  

講師：＆ Consulting Firm 代表 沖本 崇 氏 

〇長野県の支援事業を活用した事業者の処遇改善加算取得に向

けた取組みの紹介（対談形式）  

登壇者：のぞみグループ 代表 甘利庸子 氏 

76 

 (ⅱ)人材の活用 

外国人材の活用支援と、総合的な採用力の向上支援を目的として、以下セミナーをオンライ

ンで実施した。 

実施日 テーマ 参加（名） 

1 月 28日 

〇外国人訪問系サービスの解禁に向けて事業者が準備すべきこと 

説明：株式会社ウィルオブ・ワーク 

〇採用力アップのための求人票活用 

説明：株式会社クイック 

25 

 ③法定必須研修のオンデマンド提供 

 ツクイスタッフの e ケアラボを 2023年度同様に 50 ID取得（視聴期間 9か月）し、3か月間

の視聴機会を 150ホームへ提供した。 

 申込みは 150ホームあったが、実際に活用されたホームは約 60％であった。 

アンケート結果では、2025年度も継続を希望するホームが多かったが、視聴期間が 3か月間

では短いとの意見も多くあった。2025年度に改善したい。 

④ホーム運営相談対応 

事業者からのホーム運営上の相談を、日常的に電話・メールで受けている。 

2024年度相談件数は 521件であった。 

⑤定期的な情報発信 

(ⅰ) メールマガジン 

月 1 回発行。「1.業界情報」「2.有老協の活動」「3.運営に関するお役立ち情報」を掲載し、

毎回約 2,000通発信した。 

（ⅱ）協会通信 

印刷物で、年 2 回（9 月・3 月）、会員及び自治体へ発行。ホーム運営に役立つ特集記事、本

協会の活動紹介、賛同会員の紹介等を掲載した。 

 ・9月号特集記事「有料老人ホームにおける動画・SNSの活用方法」 

執筆：株式会社カイゴメディア 代表取締役社長 向笠 元 氏 



 

 

・3月号特集記事「あなたの施設は大丈夫？介護現場の「なぞルール」」 

  執筆：株式会社 IDO 代表取締役会長 井戸和宏 氏 

（ⅲ）有老協ミニ通信 

本協会の認知度向上を目的として、非会員に向けて隔月（奇数月）で毎回約 4,000通送信。 

⑥地域活動支援 

 全国 7 つある地域連絡協議会の本協会担当者を決めて、その活動を支援した。 

 以下、各地域連絡協議会によって実施された 2024 年度の活動内容である。 

(ⅰ) 北海道連絡協議会 

実施日 実施内容 参加（名） 

10 月 09日 
「苦情対応セミナー」 

公益社団法人全国有料老人ホーム協会 事業部課長 古川祥子 
34 

10 月 15日 「介護のお仕事相談会」 5法人 

11 月 01日 

シニアの住まい選びセミナー 

「高齢者向け住宅の種類と特徴、住まい選びのチェックポイン

ト、資金計画」 

あんしんすまいサッポロ 篠塚正德 氏 

（来場） 

47 

11 月 20日 
「LIFE活用研修」 

株式会社ビー・ブリッド 代表取締役 竹下航平 氏 
40 

11 月 29日 

指導監督対応研修 

「有料老人ホームの指導監督について」 

北海道保健福祉部福祉局高齢者保健福祉課 

事業運営係主事 田中柊也 氏 

「指導事例から学ぶ適切なホーム運営について」 

 公益社団法人全国有料老人ホーム協会 事業部部長 松本光紀 

会員11 

非会員57 

12 月 18日 
「ICT導入研修」 

＆ Consulting Firm 代表 沖本 崇 氏 
11 

1 月 23日 
ホーム見学会＆会員交流会 (SOMPOケア ラヴィーレレジデンス 

札幌桑園駅前) 
14 

1 月 28日 
「及川進の経営塾①」 

社会保険労務士事務所ロームホーム 代表 及川 進 氏 
20 

1 月 31日 

〇「自然災害 BCP見直し研修」 

 公益社団法人全国有料老人ホーム協会 事業部部長 松本光紀 

〇全体会議 

25 

2 月 18日 
「及川進の経営塾②」 

社会保険労務士事務所ロームホーム 代表 及川 進 氏 
17 

3 月 28日 
「経営セミナー」 

有限会社オアシス 代表取締役 小嶋孝之 氏 
10 

(ⅱ) 東北連絡協議会 

実施日 実施内容 参加（名） 

3 月 13日 

～14日 

研修会及び意見交換会 

〇「カスタマーハラスメント研修」 

行政書士 大岡淳一 氏 

16  

〇会員意見交換会 10 



 

 

(ⅲ) 東京都連絡協議会 

実施日 実施内容 参加（名） 

6 月 17日 総会 23 

10 月 11日 介護型ホーム見学＆意見交換会（グランフォレスト田園調布） 16 

10 月 29日 
「DX 推進に伴う職員への浸透について」研修 

社会福祉法人善光会サンタフェ総合研究室 田村孝司 氏 
10 

12 月 09日 
「離職防止研修」～人材定着のノウハウ、「あり方」と「やり方」 

社会福祉法人檸檬 施設長 櫨丈一郎 氏 
14 

1 月 17日 自立型ホーム見学＆意見交換会（ブランシエール王子） 13 

(ⅳ) 千葉県連絡協議会 

実施日 実施内容 参加（名） 

3 月 06日 

オーナー会議 

〇講演会 

・「業界や政策の動向について」 

・「介護事業者と紹介事業者との間で締結される斡旋契約に

おける留意事項について」 

公益社団法人全国有料老人ホーム協会 事務局次長 光元兼二 

〇連絡協議会近況報告 

19 

 

(ⅴ) 中部連絡協議会 

実施日 実施内容 参加（名） 

6 月 11日 
総会  52 

オーナー会議「災害対応に関する意見交換会」 17 

10 月 02日 

リーダー職員向けマネジメント研修「目的や成果を出すチーム

づくり～離職率・顧客満足度の改善に繋がるチームとは～」 

株式会社 IDO 代表取締役会長 井戸和宏 氏 

22 

1 月 21日 

「指導監督の流れ・ポイントについて」 

静岡市保健福祉長寿局健康福祉部高齢者福祉課 

 主任主事 富田秀樹 氏 

「指導監督への対応について～指針違反事例から考える～」 

公益社団法人全国有料老人ホーム協会 事業部部長 松本光紀 

53 

（自治体 12､ 

非会員 9

含む） 

(ⅵ) 近畿連絡協議会 

実施日 実施内容 参加（名） 

4 月 23日 総会  26法人 

11 月 12日 有料老人ホーム神戸フェスタ 2024（消費者向けセミナー） 
（来場） 
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12 月 13日 運営意見交換会（中間活動報告、活動計画、会計中間報告 他） 16法人 

2 月 13日 
「カスタマーハラスメント」研修 

株式会社ツクイスタッフ パートナー講師 川上百合 氏 
43 

3 月 22日 有料老人ホーム大阪フェスタ 2025（消費者向けセミナー）  
（来場） 

706 

 

 



 

 

(ⅶ) 九州連絡協議会 

実施日 実施内容 参加（名） 

9月 11日 第1回協議会会議 15 

2月 26日 

現場スタッフ研修（7法人） 

・今さら聞けないビジネスマナー＆気の利く対応とは 

・心理学を応用した対話術＆コミュニケーション 

・クレーム対応、カスタマーハラスメント 

心月 代表 有田麻紀 氏 

16 

3月 26日 第2回協議会会議 15 

⑦外付け型ホーム（住宅型・サ高住）運営研究見学会 

  住宅型有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の入会促進を目的として、本協会

と一般社団法人高齢者住宅協会との共同開催で、外付け型ホーム（住宅型・サ高住）の運営

事業者を対象に、運営研究見学会を 3回実施した。 

実施日 実施内容 参加（名） 

7 月 29日 

1.運営研究セミナー 

〜学研ココファンのサ高住運営モデルの考え方〜 

  株式会社学研ココファン 取締役 事業本部長 

一般社団法人高齢者住宅協会 副会長 木村祐介 氏 

2.施設見学会 「ココファン川崎高津」 
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10 月 24日 

1.運営研究セミナー 

〜学研ココファンのサ高住運営モデルの考え方～ 

株式会社学研ココファン 取締役 事業本部長 

一般社団法人高齢者住宅協会 副会長 木村祐介 氏 

2.施設見学会 「ココファン吹田ＳＳＴ」 

20 

2 月 18日 

1.運営研究セミナー 

①外付け型ホームにおける現状と課題 

訪問介護サービスの減算に伴う影響、業界全体の現状や今後

の方向性 

公益社団法人全国有料老人ホーム協会 事務局次長 光元兼二 

②フロンティアの介護の住宅型有料老人ホーム運営について 

住宅型ホームの運営方針や、意識している点、愛知県の意向

について 

株式会社フロンティアの介護 代表取締役 

公益社団法人全国有料老人ホーム協会 副理事長 

塚本友紀 氏 

2.施設見学会 「ハイリタイヤー21南山」 

19 

 

 

 

 

 

 



 

 

５．調査研究 

サービス第三者評価事業の見直し 

①事業目的 

サービス第三者評価は、2001年度に補助金事業で策定した「有料老人ホーム第三者評価プロ

グラム」を用いて、外部の評価機関がホームの運営内容を客観的に評価し、評価項目ごとに

「A・B・C」の評点付けを行う方法で実施してきた。 

しかし、策定してから 20 年以上が経過し、評価スケールの内容が事業環境の変化に対応で

きていないこと、また質の高さを示す A 評価の判断が評価者によって異なるケースがある等の

課題があった。 

そこで、第三者の視点を入れることで、信頼性・客観性を高め、質の可視化を図る観点は維

持しつつ、自治体が定める指導指針や検査基準に重ね合わせた、法令等を遵守する切り口で評

価スケールを全面的に見直すこととした。 

②事業結果 

 調査研究委員会を設置して、新たな評価スケールとなる「基準項目」を策定した。 

厚生労働省の「有料老人ホーム設置運営標準指導指針」に規定された事業者に対応が義務付

けられている項目について、それぞれ対応の有無を判定する形式でまとめ、確認のポイントや

確認書類を付して、「基準項目」を策定した。 

2025 年度から、新たな評価スケールを用いて事業を実施する。2025 年度上期に具体的なホ

ームで評価を試行し、その結果をもって調査研究委員会で再度議論し、下期から受審募集する。 

 

６．啓発事業 

啓発事業は、有料老人ホーム等に関する情報を消費者等に提供する事業である。また、その

情報提供を通じて、「入居者保護と事業の質の向上」に取り組む本協会の活動と、本協会の活

動に参画する会員を周知することを目的としている。 

（１）消費者向け会員制度「有老協・リビング倶楽部」の運営 

消費者の会員に対し、冊子「有老協・リビング俱楽部通信」を年 2 回発行し、登録ホーム一

覧や、登録ホームのサービスの質の向上に向けた取り組み、各種イベント案内について情報提

供した。 

また、Web会員へは月 1回メールマガジンを配信して、情報提供した。 

①「有老協・リビング倶楽部」会員数                      （名） 

期 首 入 会 退 会 期 末 増 減 

7,833 246 ▲604 7,475 ▲358 

退会者の内、93名が高齢者向け住まいへ入居したことを確認した。 

その内、47名が本協会会員ホームへ入居した。 

②「有老協・リビング倶楽部通信」の概要  

発行号数 発行部数 特集内容 

No.131 12,000 高齢者等終身サポート事業者ガイドラインについて 

No.132 12,000 
転ばぬ先の知恵～高齢者の転倒予防と安全な暮らしの

ために～ 

 

 

 

 



 

 

（２）ウェブサイトその他のツールによる啓発 

高齢期の住まいを選択するうえで必要となる、介護に関すること、及び有料老人ホームの特

徴や、適切な選択に役立つ情報を、以下のツールを用いて消費者に提供した。 

①ホームページの運営 

  消費者向けサイトでは、「会員ホーム検索」をトップページに配置して、視認性を高めた。

また、サイト内の検索を容易にするため、トップページにサイトバナーを設置した。 

  事業者向けサイトでは、トップページにサイト内検索ボタンを設置して、検索性を高めた。

また、会員区分が増えたことに伴い、入会案内ページにフローチャート図を新設した。 

②「有老協チャンネル（YouTube）」による情報発信 

本協会を周知するためのコンテンツとして、消費者が高齢者向け住まいを選択するうえで知

っていただきたい情報を、毎週金曜日に YouTube動画として配信した。 

③Ｘ（旧 Twitter）による情報発信 

高齢者向け住まい選びに役立つ情報や相談事例、サービス自主点検（あんしん宣言）に取り

組むホームや、サービス第三者評価を受審したホームの記事を配信した。本協会の事業を周知

するために、研修やセミナーの実施状況や登録ホーム見学時の様子も配信した。 

④マスメディア向け情報発信 

マスコミのメディアリストへの配信が可能であるニュース発信用のプラットフォーム「PRタ

イムズ」を活用し、本協会の事業や消費者向け相談窓口の紹介、地域連絡協議会が主催する消

費者向けセミナーなどについて広報した。 

⑤「知って納得！有料老人ホーム選び方マニュアル」の改訂 

品質向上に取り組むホームの取材記事の内容を追加した改訂版を 5,500 部印刷し、都道府県、

政令市、中核市へ送付した。 

 

（３）シルバー川柳 

本協会広報の一環として、第 24 回シルバー川柳を公募し、本協会の選考会で入選 20 作品、

有老協賞 1作品を決定し、9 月 3 日に公表した。応募作品数は 12,891。 

また、「シルバー川柳」の使用申請数は 69 件にのぼり、多くの高齢者関連機関・団体にて活

用された。 

さらに、吉本興業株式会社の公式 YouTube チャンネルや、株式会社宝島社の発行する雑誌で

もシルバー川柳が紹介されるなど、メディア露出も拡大し、本協会の認知度が向上し広報活動

としての効果が見られた。 

 

７．提言等 

（１）自治体集団指導への講師派遣 

毎年、各自治体が実施する事業者集団指導に講師を派遣し、出席した非会員事業者に対し組

織率向上の観点で入会の案内を行っている。 

2024 年度は 10 自治体から講師の依頼を受けた（2023 年度は 9 自治体）。実施方法はすべて

オンラインであった。 

 

 

 



 

 

  自治体 実施日 実施方法 テーマ 

1 寝屋川市 7月 22日 ウェビナー ①行政指導への対応、②カスタマーハラスメント 

2 さいたま市 8月 23日 ウェビナー 苦情事例から見るホームの適切な運営 

3 東大阪市 
12月 10日 

～9 月 30日 
動画配信 自然災害 BCPの見直し 

4 金沢市 
11月 30日 

～3 月 31日 
動画配信 

①苦情から学ぶホーム運営のあり方について 

②能登半島と災害 BCPの検証 

5 岡山県 12月 5日 ウェビナー 自然災害 BCPの見直し 

6 松山市 
2月 10日 

～2 月 28日 
動画配信 高齢者向け住まいで取り組むべき虐待防止活動 

7 那覇市 
3月 18日 

～4 月 30日 
動画配信 自然災害 BCPの見直し 

8 小金井市 3月 18日 ウェビナー 高齢者虐待の防止について 

9 福山市 
2月 14日 

～3 月 14日 
動画配信 苦情から学ぶホームの適切な運営 

10 広島市 
3月 5日 

～3 月 25日 
動画配信 自然災害 BCPの見直し 

 

（２）自治体訪問 

以下の自治体を訪問し、本協会の活動の紹介と意見交換を行った。 

 自治体 訪問日 

1 福岡県 9月 12日 

2 福岡市 9月 12日 

3 札幌市 10月 10日 

4 北海道 10月 10日 

5 兵庫県 10月 25日 

6 奈良県 11月 13日 

7 奈良市 11月 13日 

8 福島県 11月 28日 

9 柏原市  2月 13日 

10 大阪府  2月 14日 

11 大阪市  2月 14日 

12 大阪府  2月 14日 

13 東大阪市  2月 14日 

14 大東市  2月 14日 

15 北九州市  2月 27日 

16 福岡県  2月 27日 

 

（３）情報発信 

①協会ホームページの自治体専用ページを更新リニューアル 

②自治体向けニュース：4月・9月・3月にメールマガジンを発行 

 



 

 

Ⅱ―２ その他事業 

 

１．高齢者住まい事業者団体連合会の活動 

（１）高住連オープンセミナー（オンライン）                   

実施日 テーマ／講師 参加（名） 

6月 27日 

（第1部）診療報酬改定における同一建物の訪問診療の医療提供体

制への影響と対策について 

医療法人社団康明会グループ 理事長 遠藤正樹 氏 

（第2部）紹介事業者への入居手数料二重払いの実態とリスクにつ

いて 

高齢者住まい事業者団体連合会 事務局長 光元兼二 

（協賛） 一般社団法人全国介護事業者連盟  
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（２）高齢者向け住まい紹介事業者届出公表制度 

①相談員向け基礎講座（ｅラーニング）は 5月､8月､11月､2月の 4期間を開講。 

②高齢者向け住まい紹介事業者検討委員会を 2 回開催（8 月 7 日、2 月 5 日）し、次の４つの

課題に取組むべく進捗と今後の方向性が整理された。 

(ⅰ) 紹介事業者向け基礎講座の更なる受講推進 

2024年度末で登録相談員の約 29％が受講。更に促進を図る。 

(ⅱ) 紹介事業を営む上でのコンプライアンス留意点（特に個人情報保護） 

マニュアルを活用し今後セミナー等を通じて届出紹介事業者への周知を図る。 

(ⅲ) 紹介斡旋契約での事前取決め留意事項（リーガルチェック反映） 

紹介手数料の金額設定等事前取決め留意事項を整理し、今後セミナー等を通じて介護事業

者及び初回事業者への周知を図る。 

(ⅳ) バックオフィス業務の効率化にむけた高住連ホームページの改訂 

業務プロセスの見直しを実施するため、ホームページ機能の改訂を実施。 

③届出時の行動指針・遵守項目の見直し 

一部の有料老人ホームで高額な紹介手数料を支払っている事案を受けて、高齢者支援課長通

知が発出され、居住系３団体宛に、紹介事業者届出公表制度の行動指針・遵守項目を見直すよ

う要請があり、対応を行った。 

(ⅰ) 2024年 11月に紹介事業者向け、介護事業者向けに紹介事業等に関する実態把握調査ア

ンケートを実施。 

(ⅱ) 社会保障費の不適切な利用に関する報道を受けて、有料老人ホーム設置運営標準指導

指針の改定に伴い、紹介事業者届出公表制度の行動指針・遵守項目を改定。 

(ⅲ) ホーム運営事業者に対し、高額な紹介手数料と引き換えに、優先的な利用者の紹介を

求めることが無いよう、各団体から周知。 

④届出事業者数（2025年 3月 31日現在） 

2021年度 更新状況 233法人 

2022年度 更新状況 285法人 

2023年度 更新状況  386法人 

2024年度 更新状況 501法人（更新案内：529（内更新：486、非更新：43）、新規届出：15） 

2025年 3月末時点  605法人 



 

 

⑤紹介事業者向け基礎講座(ｅラーニング）の受講状況 

基礎講座  

受講完了集計 

紹介事業者 介護事業者・その他 受講人数 

合計（名） 法人数（社） 人数（名） 法人数（社） 人数（名） 

2022年度 88 372 44 66 438 

2023年度 111 189 46 62 251 

2024年 第 1回 19 49 6 6 55 

2024年 第 2回 24 52 6 6 58 

2024年 第 3回 21 108 3 3 111 

2024年 第 4回 46 143 7 8 151 

合計 309 913 112 151 1,064 

※2025/4/1時点の届出相談員総数 3,130名に対して、紹介事業者受講者数割合は約 29.2％ 

⑥紹介事業者（相談員）向けオンラインセミナーの受講状況               

実施日 テーマ／講師 参加（名） 

4 月 11日 

（第1部）紹介事業者届出公表制度と基礎講座について現状報告 

（第2部）紹介事業者検討委員会での議論を踏まえた報告 

（第3部）運営事業者による介護保険サービスの取組み 

高齢者住まい事業者団体連合会 事務局長 光元兼二 
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9 月 26日 

（第1部）高齢者向け住まい紹介事業者検討委員会での議論内容 

高齢者住まい事業者団体連合会 事務局長 光元兼二 

（第2部）個人情報保護対策における紹介事業者様の事例発表 

株式会社アスモリンク・株式会社ソナエル 

（第3部）紹介事業者が把握しておきたい介護業界の情報 

高齢者住まい事業者団体連合会 事務局員 稲田順一 

196 

 

（３）生産性向上取組み支援 

国が総合的な介護人材確保対策の１つとして実施している生産性向上支援は、事業者の取

組みを各自治体が支えるよう、地域医療介護総合確保基金を通じた事業として展開されてい

る。当該事業と事業者とのマッチングを推進。 

①国や自治体が用意している処遇改善加算取得、業務生産性向上にむけた事業者の取組みを支

援する事業との事業者マッチングを行うために、各地域でセミナーを実施。 

②（新処遇改善加算）生産性向上対策セミナーの受講状況 

実施日 テーマ／講師 参加（名） 

5 月 17日 

（第1部）生産性向上促進にむけて国から出された各施策の内容

の整理 

高齢者住まい事業者団体連合会 事務局長 光元兼二 

（第2部）国・自治体を通して用意されている支援事業のご案内 

公益財団法人介護労働安定センター北海道支部 

（第3部）国・自治体を通じて用意されている支援事業の内容と

実例 

＆ Consulting Firm 代表 沖本 崇 氏 

34 

 

 



 

 

実施日 テーマ／講師 参加（名） 

9 月 27日 

（第1部）国から出された各施策の内容の整理 

高齢者住まい事業者団体連合会 事務局長 光元兼二 

（第2部）公益財団法人介護労働安定センターによる支援事業の

ご案内 

公益財団法人介護労働安定センター大阪支部 

（第3部）生産性向上の進め方と大阪府介護生産性向上支援セン

ターによる支援内容のご案内 

大阪府介護生産性向上支援センター 

94 

 

（４）職業紹介事業のサービス適正化にむけた提言や他団体との連携 

2022年度からの継続取組みとして、介護事業者が優良な職業紹介事業者を選択できる環境づ

くりに向けた取組みを継続。医療・介護・保育分野の適正な有料職業紹介事業者の認定制度運

営における介護分野情報連絡会に参加。 

①厚生労働省職業安定局事業として「適正な有料職業紹介事業者の認定制度」が構築され 2025

年 4月現在で 84社（医療分野 41社、介護分野 26社、保育分野 17社）が認定された。 

②募集情報等提供事業、いわゆる求人メディアサイトについても、お祝い金や金銭等の提供は

好ましくないということで、これらの行為は禁止されることになった。 

 

（５）物価高騰対策及び職員の処遇改善に関する要望 

8月 21日 介護現場における物価高騰・賃上げ等の状況調査の実施 

9月 19日 物価高騰・賃上げ等の調査結果を踏まえての業界関連 9 団体（全老健、老施

協、ＧＨ協会、日慢協、介事連、高住連、在宅協、民介協、経営協）による

共同記者会見 

関連団体によるアンケート調査結果について説明のうえ、各団体から以下 

要旨コメントが出された。 

◼ 令和 6 年度介護報酬改定による報酬アップだけでは、物価高騰分を 

カバーできないこと 

◼ 7 割以上の事業所が新処遇改善加算Ⅰを取得しているが、全産業と 

比較して賃金の伸び率は最低であること 

◼ 国にこの窮状を訴え、次期改定を待たずに措置を講じるよう要望 

していく必要性 

 

（６）外国人材活用支援 

6月 19日 厚生労働省が主催する「第 7 回外国人介護人材の業務の在り方検討会」に 

構成員として参加、事業者としての意見表明を実施。 

6月 27日 厚生労働省から同検討会中間まとめが出された（訪問系サービスへの緩和と

技能実習における事業所開設後 3年要の緩和）。 

 

（７）定期的な会議運営 

会議体 開催日程 

高住連事務局会、及び厚生労働省・国土

交通省との定例会 

5月 14日、7月 9日、9月 10日、11月 12日、

1 月 14日、3月 11日〔計 6回〕 

高住連幹事会 7 月 16日、11月 20日、3月 18日〔計 3回〕 



 

 

（８）その他取組み 

04月 26日 内閣府設置の審議会である規制改革推進会議（第 11 回健康・医療・介護ワー

キング・グループ）にて、介護現場におけるタスク・シフト/シェアの更なる

推進に関する提案を実施。主な提案項目は以下のとおり。 

◼ 現行法上の医業及び医行為の関係により、介護職が実施可能な行為 

には制限があることから、タイムリーなサービスを提供できず、利用

者の不利益や介護職・医療職の負担となっている事例は。 

◼ 上記の介護職が実施可能とされていない行為のうち、医行為には該当

しないものとして明確化した方が望ましい行為は。 

◼ 上記の介護職が実施可能とされていない行為のうち、医行為に該当 

する場合であっても、所定の研修受講等を要に介護職も実施可とする

ことが望ましい行為は。 

07月 14日 

11月 03日 

03月 09日 

JLCT介護日本語能力テスト 東京会場（社会福祉法人三幸福祉会様協力）、 

福岡会場（西鉄ケアサービス株式会社様協力）の運営協力 

 

２．施設賠償責任保険 

2024年度は、149法人（対前年 8 法人減）・415施設（対前年 1施設減）が加入した。 

保険内容別申込内訳（オプションは、基本契約に付加して申込可能） 

〔基本契約〕 賠償責任     415施設 

〔オプション〕看護職賠償責任  125施設 

個人情報漏えい  40施設 

役職員傷害    14施設 

雇用慣行賠償責任 12施設 

 

３．後援名義使用申請承認 

2024年度に後援名義使用承認したイベント（30件）は以下の通り。  
件名 主催 開催期間 

1 ＡＴＣエイジレスセンターの年間

事業  

ＡＴＣエイジレスセンター実行委員会 4月 1日 

～3月 31日 

2 未来に繋ぐプロジェクト・手形ア

ートコンクール 

一般社団法人Es 5月 25日 

3 第 5 回 CareTEX仙台'24 ブティックス株式会社 5月29日～30日 

4 国際モダンホスピタルショウ2024 一般社団法人日本病院会 

一般社団法人日本経営協会 

7月10日～12日 

オンライン： 

6月 3日 

～7月 31日 

5 第 7 回 CareTEX福岡'24 ブティックス株式会社 7月 3日～4日 

6 第 1 回 CareTEX東京'24【夏】 ブティックス株式会社 7月 30日 

～8月 1日 

7 第14回オールジャパンケアコンテ

スト 

オールジャパンケアコンテスト実行委

員会 

8月 6日 

8 住まい×介護×医療展 2024 in東京 株式会社高齢者住宅新聞社 8月 6日～7日 

9 第 4 回 CareTEX札幌'24 ブティックス株式会社 9月18日～19日 



 

 

 件名 主催 開催期間 

10 第 34回「国民の健康会議」 一般社団法人全国公私病院連盟 10月 2日 

11 シニアライフセミナーin 丸の内 

元気なうちから考える住まいの

こと、健康のこと～これからの

しあわせな人生のために～ 

一般財団法人日本老人福祉財団 

社会福祉法人聖隷福祉事業団 

東京都住宅供給公社 

公益財団法人ニッセイ聖隷健康福祉財団 

株式会社協栄年金ホーム 

10月 7日 

12 第 7 回メディカル ジャパン 東京 

（医療・介護・薬局 Week 東京） 

RX Japan株式会社 10月9日～11日 

13 大阪ケアウィーク'24 ブティックス株式会社 10月9日～11日 

14 第 28 回日本医業経営コンサルタ

ント学会新潟大会 

公益社団法人日本医業経営コンサルタ

ント協会 

10月 10日 

～11日 

15 第 25 回日本認知症グループホー

ム全国大会 

公益社団法人日本認知症グループホー

ム協会 

10月 16日 

～17日 

16 人と動物の共生およびSDGs推進

シンポジウム2024『ペットとの

暮らしを活用する豊かな社会 

－それを可能にする環境整備－』 

公益社団法人Knots 10月 27日 

17 地域共生を支える医療・介護・市

民全国ネットワーク「第 3 回全国

の集い in福岡 2024」 

特定非営利活動法人地域共生を支える

医療・介護・市民全国ネットワーク 

11月 3日～4日 

18 第 19回グランドホーム合同音楽

発表会 

グランドホーム合同音楽発表会実行

委員会 

11月 8日 

19 第 8回日本ヘルスケアダイバーシ

ティ学会 

一般社団法人日本ヘルスケアダイバ

ーシティ学会 

11月 9日 

20 第 58回日本作業療法学会 一般社団法人日本作業療法士協会 11月9日～10日 

21 有料老人ホーム神戸フェスタ

2024 

近畿連絡協議会 神戸フェスタ実行

委員会 

11月 12日 

22 第 6 回 CareTEX名古屋'24 ブティックス株式会社 12月 4日～5日 

23 東京ケアウィーク'25 ブティックス株式会社 2月 3日～5日 

24 Care Show Japan2025 インフォーマ マーケッツ ジャパン株

式会社 

2月26日～28日 

25 セカンドライフセミナーin 小田

原 

株式会社産案 セカンドライフセミ

ナー実行委員会 

2月 27日 

26 ヘルスケアセミナー「ヘルスケア

施設運営におけるヘルスケアリー

トの活用～オペレーターから見た

リート活用策およびメリット」 

金融庁、国土交通省、株式会社日本

取引所グループ/東京証券取引所、

一般社団法人不動産証券化協会 

3月 3日 

～4月 15日 

27 セカンドライフセミナーin船橋 株式会社産案 セカンドライフセミ

ナー実行委員会 

3月 5日 

28 第 11回メディカル ジャパン 大阪 

（医療・介護・薬局 Week 大阪） 

RX Japan株式会社 3月 5日～7日 

29 虹の会“はつたん介護士”コラボ 

“歌レク”オンラインイベント 

公益社団法人虹の会 3月 22日 

30 有料老人ホーム大阪フェスタ

2025 

近畿連絡協議会 有料老人ホーム  

大阪フェスタ実行委員会 

3月 22日 



 

 

４．他団体の調査研究事業等への協力 

下記、調査研究事業へ委員として参加等の協力をした。 

（１）「多様化する有料老人ホームに対する指導監督のあり方に関する調査研究事業」 

主催団体：一般財団法人日本総合研究所 

委員：公益社団法人全国有料老人ホーム協会 事業部部長 松本光紀 

※本協会が事業の一部を有料で受託したもの。 

（２）「介護職員等における身寄りのない高齢者等に対する支援の実態に対する調査研究事業」 

主催団体：株式会社日本総合研究所 

委員：公益社団法人全国有料老人ホーム協会 事業部課長 大野茂弘 

（３）「高齢者向け住まいにおける運営形態の多様化に関する実態調査研究事業」 

主催団体：ＰｗＣコンサルティング合同会社 

委員：株式会社フロンティアの介護 代表取締役 

    公益社団法人全国有料老人ホーム協会 副理事長 塚本友紀 氏 

（４）東京都医師会介護サービス等連携連絡会 

   主催団体：公益社団法人東京都医師会 

委員：公益社団法人全国有料老人ホーム協会 事務局次長 光元兼二 

 

Ⅲ．その他 

 

１．総会・理事会に関する事項 

（１）総会 

◆定時総会（6月 20 日）  

①2023年度事業報告  

②2023年度決算報告  

③「定款」改正  

④役員選任 

 

（２）理事会 

本年度は計 9回開催し、以下の内容について審議、承認を行った。 

◆第 1回理事会（4月 18日）  

①規程改正の件  

②委員会設置及び委員選任の件  

③役員報酬の件 

◆第 2回理事会（5月 23日）  

①2023年度事業報告（案）・決算報告（案）  

②2024年度役員候補者選出の件  

③規程改正の件 

④2024年度定時総会招集の件  

⑤入居者生活保証制度加入等承認の件 

⑥委員会設置及び委員選任の件 

⑦主たる事務所移転の件 



 

 

◆第 3回理事会（6月 20日） 

①2024年度資産運用方針の件  

②入居者生活保証制度加入等承認の件  

③委員会設置及び委員選任の件  

④能登半島地震での応援金支払いの件  

⑤顧問委嘱の件 

◆第 4回理事会（6月 20日） 

①代表理事、理事長、副理事長、常務理事の選定の件 

◆第 5回理事会（8月 22日） 

①入居者生活保証制度加入等承認の件 

②2024年度監査業務委嘱契約締結の件  

③有料老人ホーム評価基準策定委員会の委員変更の件  

④能登半島地震の応援金追加支払いの件  

⑤諸規程改正の件  

⑥役員報酬の件 

◆第 6回理事会（10 月 17日） 

①入居者生活保証制度加入等承認の件 

②諸規程改正の件 

◆第 7回理事会（12 月 19日） 

①2025年度事業計画骨子の件  

②入居者生活保証制度加入等承認の件 

③苦情対応委員会の委員変更の件 

◆第 8回理事会（2月 20日） 

①2025年度事業計画・予算の件  

②入居者生活保証制度加入等承認の件 

◆第 9回理事会（3月 21日） 

①入居者生活保証制度加入等承認の件 

②入居者生活保証制度保証金支払いの件 

③規程改正の件 

④役員賠償責任保険契約の件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

２．正味財産増減の状況、並びに財産の状態の推移等に関する事項 

（単位：千円） 

 

３．2024年度各委員会委員名簿 

（敬称略・氏名五十音順、○は委員長、役職は委員委嘱時） 

入居者生活保証制度加入審査委員会 

4月 25日、6月 12日、8月 1日、10月 3日、12月 6日、2月 7日、3月 6日〔計 7回〕 

小松 徹人 さっぽろ高齢者福祉生活協同組合 代表理事 

鈴木 睦明 社会福祉法人聖隷福祉事業団 監事 

○中澤 俊勝 元 スミリンフィルケア株式会社 代表取締役 

 牧  健太郎 牧公認会計士・税理士事務所 所長 

吉田 尚人 三井住友海上火災保険株式会社 新種保険部 保証信用保険チーム長 

 

入居者生活保証制度運営委員会 

8月 2日、12月 25日、3月 12日〔計 3回〕 

小松 徹人 さっぽろ高齢者福祉生活協同組合 代表理事 

田所 貴広 アルティメイト監査法人 代表社員 公認会計士 

○中澤 俊勝 元 スミリンフィルケア株式会社 代表取締役 

東  雅樹 大和ハウスライフサポート株式会社 代表取締役 

吉田 尚人 三井住友海上火災保険株式会社 新種保険部 保証信用保険チーム長 

 

資産運用委員会 

6月 3日〔1回〕 

市原 俊男 株式会社サン・ラポール南房総 代表取締役 

小松 徹人 さっぽろ高齢者福祉生活協同組合 代表理事 

田所 貴広 アルティメイト監査法人 代表社員 公認会計士 

千葉 肇 信和法律事務所 弁護士 

○中澤 俊勝 元 スミリンフィルケア株式会社 代表取締役 

 

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

(令和2年度) (令和3年度) (令和4年度) (令和5年度) (令和6年度)

経常収益 474,778 1,271,080 865,201 862,579 890,918

経常費用 643,502 1,290,730 834,254 872,971 894,327

評価損益 △ 4,100 △ 12,010 2,380 △ 13,230

当期経常増減額 △ 168,725 △ 23,750 18,938 △ 8,012 △ 16,639

経常外収益 6,472 92 1 13,230

経常外費用 6,471 3,003,104 11,377 1,532

当期一般正味財産増減額 △ 168,724 △ 23,750 △ 2,984,074 △ 19,388 △ 4,942

一般正味財産期首残高 3,500,934 3,332,210 3,308,460 324,386 304,998

一般正味財産期末残高 3,332,210 3,308,460 324,386 304,998 300,056

当期指定正味財産増減額 280 128 △ 24 25 △ 21

指定正味財産期首残高 100,000 100,280 100,407 100,383 100,409

指定正味財産期末残高 100,280 100,407 100,383 100,409 100,388

正味財産期末残高 3,432,490 3,408,868 424,770 405,407 400,444

資産合計 10,015,806 10,189,930 10,299,832 10,463,455 10,718,021

負債合計 6,583,316 6,781,062 9,875,063 10,058,049 10,317,577

正味財産合計 3,432,490 3,408,868 424,770 405,407 400,444

正
味
財
産
増
減
計
算
書

貸

借

対

照

表

事業年度



 

 

苦情対応委員会 

7月 30日、12月 4日、3月 3日〔計 3回〕 

菊池 拓美 株式会社長谷工シニアウェルデザイン 運営２部ブランシエール井草 

事業所長（途中交代） 

中澤 俊勝 元 スミリンフィルケア株式会社 代表取締役 

平野 裕之 日本大学大学院法務研究科 教授 

廣神 健二 株式会社長谷工シニアウェルデザイン ブランシエール王子 事業所長 

（途中交代） 

○宮城 朗 宮城綜合法律事務所 弁護士 

 

有料老人ホーム評価基準策定委員会 

8月 9日、10月 22日、12月 17日、2月 12日〔計 4回〕 

浅野 紀子 特定非営利活動法人福祉経営ネットワーク評価事業部 部長 

新井 直行 東京都福祉局高齢者施策推進部施設支援課 課長代理 

久米川寿成 さいたま市福祉局長寿応援部介護保険課 主任 

小林 宏彰 株式会社学研ココファン 執行役員品質管理部長 

○野本 久 株式会社長谷工シニアウェルデザイン 取締役会長 

平野 裕之 日本大学大学院法務研究科 教授 

溝口 功 株式会社ハーフ・センチュリー・モア 執行役員サンシティ町田副支配人 

 

職員研修委員会 

5月 20日、7月 2日、8月 9日、9月 6日、1月 12 日〔計 5回〕 

井戸 和宏 株式会社ＩＤＯ 代表取締役会長 

榊原 宏昌  天晴れ介護サービス総合教育研究所株式会社 代表取締役 

潮谷 有二 社会福祉法人慈愛園  理事 

○田島 誠一  特定非営利活動法人東京ＹＷＣＡヒューマンサービスサポートセンター 

理事長 

塚本 友紀 株式会社フロンティアの介護 代表取締役 

丸山 法子 株式会社 Rensa 取締役 

山本 晃弘 ＨＩＴＯＷＡケアサービス株式会社 執行役員 

 

選挙管理委員会 

4月 5日、5月 10日〔計 2回〕 

○池田 義高 シルバーウェーブケア株式会社 取締役 

平原 悠哉 株式会社福祉開発研究所 取締役 

森本 和義 株式会社サン・ラポール目白 サン・ラポール目白 館長 

 

以上 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2024 年度 

事業報告書(附属明細書) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公益社団法人 全国有料老人ホーム協会 

 

 



 

 

１．会員の状況 

 (１)会員数・登録ホーム数 

 会員区分 期 首 期 末 

会 員 

正会員 415 409 

開設前会員 0 1 

準会員 2 2 

情報会員 16 27 

賛同会員 67 68 

   合 計      500 507 

   ホーム 919 910 

 

 (２)2024年度 入会法人・登録ホーム（賛同会員除く、20法人・30ホーム） 

入会月 入会法人 登録ホーム 会員区分 

4 月  

社会福祉法人稲穂会 ふぁ～みんの里明石 正会員 

株式会社学研ココファン ココファン池上 正会員 

有限会社くすのき学園 - 情報会員 

医療法人ニコニコ診療所 - 情報会員 

株式会社リーヴォン - 情報会員 

5 月 
（株式会社コミュニティネット） 和気ハウス平塚 ― 

株式会社ほたるの里 - 情報会員 

6 月 
（有限会社湘南ふれあいの園） シニアホテル横浜西口 ― 

アット・ライフ株式会社 - 情報会員 

8 月 株式会社杉の風 杉の風 正会員 

9 月 
ＮＳリヤンド株式会社 リヤンド(絆)・荻窪＊ 正会員 

株式会社陽 - 情報会員 

10 月 

株式会社ＹＳナーシング ゆうゆうassistナーシングホーム横浜･長者

町＊ 

ゆうゆうassistナーシングホーム北久里浜＊ 

正会員 

（株式会社学研ココファン） ココファンレジデンスサザンブルー鹿児島＊ ― 

（株式会社東日本福祉経営サービス） ローベル中野鷺ノ宮 ― 

株式会社福祉ケアサービス - 情報会員 

12 月 （株式会社ハーフ・センチュリー・モア） サンシティ立川昭和記念公園ロイヤルケア ― 

1 月 

社会福祉法人伸こう福祉会 ミソノピア＊ 正会員 

ボーデングランツ株式会社 ご近所ホーム山木戸 正会員 

（株式会社東急イーライフデザイン） グランクレール藤が丘＊ ― 

2 月 

近鉄不動産株式会社 （仮称）学研奈良登美ヶ丘シニアレジデンス 

自立棟 

開設前 

会員 

合同会社 Grace.I - 情報会員 

ロイヤル・ケアグット株式会社 - 情報会員 

有限会社アット - 情報会員 

（株式会社コミュニティネット） クイーンヒル目白台 ― 

（株式会社ハートフルケア） カーサプラチナ元住吉 ― 

  



 

 

入会月 入会法人 登録ホーム 会員区分 

 

（グリーンライフ株式会社） グリーンライフ仙台（介護付）＊ 

グリーンライフ仙台（住宅型）＊ 

グリーンライフ船橋＊ 

シーハーツ柏の葉＊ 

シーハーツ川口＊ 

シーハーツ越谷＊ 

スマイリングホームメディス藤岡＊ 

スマイリングホームメディス桐生Ⅲ番館＊ 

スマイリングホームメディス草津＊ 

― 

3 月 

株式会社楽都 - 情報会員 

株式会社ベック エリシオン真美ヶ丘＊ 

エリシオン真美ヶ丘アネックス＊ 

エリシオン登美ヶ丘＊ 

エリシオン学園前＊ 

正会員 

※法人名及び登録ホーム名・会員区分は期末の状態。 

※入会法人欄の「(   )」記載、及び会員区分欄「－」は既会員。 

※登録ホーム欄「＊」は事業承継。 

 

(３)2024年度 退会法人・登録抹消ホーム（賛同会員除く、14法人・39ホーム） 

退会法人 登録抹消ホーム 退会・登録抹消日 

医療法人社団奉志会 グレース・イン緑地公園 (2024年)3月 31日 

株式会社サワライズ テラシス桜花 (2024年)3月 31日 

（日本ロングライフ株式会社） ロングライフ芦屋 (2024年)3月 31日 

（株式会社ソラスト） せらび小金井 

住宅型有料老人ホーム ソラスト市川新田 

介護付有料老人ホーム ソラスト江戸川 

2024年 05月 02日 

（株式会社ソラスト） せらび有栖川 

介護付有料老人ホーム ソラスト大宮 

介護付有料老人ホーム ソラストさいたま

中央 

有料老人ホーム ソラスト川口 

2024年 05月 31日 

（さっぽろ高齢者福祉生活協同組合） イリス北８条 2024年 05月 31日 

株式会社ＳＨＳ 住宅型有料老人ホーム花みずき 2024年 06月 28日 

（株式会社ソラスト） グレースメイト目白 

介護付有料老人ホーム ソラスト江戸川グ

リーンパーク 

せらび新横浜 

2024年 06月 30日 

医療法人鴻池会 有料老人ホームおおとり 2024年 06月 30日 

株式会社東光シーズガーデン 介護付有料老人ホームルフラン荻窪＊ 2024年 08月 31日 

南国青雲ヒューマンサポート株式会社 サザンブルー鹿児島＊ 2024年 09月 30日 

（ＳＯＵシニアケア株式会社） ほほえみの街いわき 2024年 09月 30日 

株式会社ＹＳＧホールディングス ゆうゆうassistナーシングホーム横浜･

長者町＊ 

ゆうゆうassistナーシングホーム北久里

浜＊ 

2024年 09月 30日 



 

 

退会法人 登録抹消ホーム 退会・登録抹消日 

（株式会社ｒｉｖｅｒ） 住宅型有料老人ホーム たのしそう 2024年 09月 30日 

有限会社祐拓開 有料老人ホーム四季のいずみ 2024年 10月 01日 

有限会社ＤｏＷｉｎｄ サービス付き高齢者向け住宅 南風菊間

ホームＡ棟 

サービス付き高齢者向け住宅 南風菊間

ホームＢ棟 

2024年 12月 31日 

ミソノピア株式会社 ミソノピア＊ 2024年 12月 31日 

東急不動産株式会社 グランクレール藤が丘＊ 2024年 12月 31日 

シップヘルスケアファーマシー東日本

株式会社 
グリーンライフ仙台＊ 2024年 12月 31日 

グリーンライフ東日本株式会社 グリーンライフ船橋＊ 

シーハーツ柏の葉＊ 

シーハーツ川口＊ 

シーハーツ越谷＊ 

スマイリングホームメディス藤岡* 

スマイリングホームメディス桐生Ⅲ番館＊ 

スマイリングホームメディス草津＊ 

2024年 12月 31日 

株式会社セフティライフ エリシオン真美ヶ丘＊ 

エリシオン真美ヶ丘アネックス＊ 

エリシオン登美ヶ丘＊ 

エリシオン学園前＊ 

2025年 02月 28日 

※法人名は期末の状態、登録抹消ホーム名は登録抹消時。 

※退会法人欄の(  )記載は、ホーム登録抹消のみ。 

※登録抹消ホーム欄「＊」は事業承継。 

 

(４)2025年 3月 31日付の退会・ホーム登録抹消（期末の会員数、ホーム数に含む） 

退会法人 登録抹消ホーム 退会・登録抹消日 

ＡＬＳＯＫライフサポート株式会社 ローズライフくずは＊ 

ローズライフ高の原＊ 

ローズライフ京都＊ 

2025年 03月 31日 

株式会社サンビナス立川 サンビナス立川＊ 2025年 03月 31日 

有限会社しえん シニアハイムうさぎ 2025年 03月 31日 

株式会社鳴滝シニアコミュニティ アンムート櫻馬場 2025年 03月 31日 

社会福祉法人一粒 介護付き有料老人ホーム風の街こうのす 2025年 03月 31日 

（ライクケア株式会社） サンライズ・ヴィラ森の里 

フェリエ ドゥ 高座渋谷 

サンライズ・ヴィラさがみ野 

フェリエ ドゥ 横浜鴨居 

サンライズ・ヴィラ伊勢原 

サンライズ・ヴィラ藤沢羽鳥 

2025年 03月 31日 

 

 

 

 

 



 

 

２．2024年度 相談件数月別内訳 

  入居相談 苦情等 
事業者から

の相談 
合計   

計 
相談 資料請求 相談 

  来会 電話・文書 来会 電話・文書   

4月 45 3 34 0 8 42 61 148 

5月 43 0 29 0 14 52 49 144 

6月 31 0 22 0 9 43 40 114 

7月 34 1 21 0 12 58 47 139 

8月 38 2 25 0 11 52 48 138 

9月 56 1 37 0 18 53 42 151 

10月 49 5 33 1 10 68 44 161 

11月 46 2 31 0 13 69 39 154 

12月 26 2 20 0 4 56 30 112 

1月 38 1 27 0 10 56 38 132 

2月 41 0 27 0 14 49 43 133 

3月 61 2 45 0 14 53 40 154 

合計 508 19 351  1  137 651 521 1,680 

※「事業者からの相談」は、協会が受けた運営上の相談記録件数 

 

３．2024年度苦情対応委員会に報告された入居者等からの苦情相談 651件における内容別件数 

（重複選択） 

種別 件数 構成比  種別 件数 構成比 

契約 ①入居時費用の返還 39 4.9%  役務 ③生活支援 47 5.9% 

解約 ②遅延 13 1.6%  品質 ④医療支援 72 9.0% 

  ③短期解約 10 1.3%    ⑤その他 70 8.8% 

  ④契約解除 30 3.8%  施設・設備 10 1.3% 

  ⑤変更 24 3.0%  販売方法 

 
4 0.5% 

  ⑥その他契約 84 10.5%  表示・広告 2 0.3% 

価格 ①原状回復 72 9.0%  法規・基準 3 0.4% 

料金 ②その他費用 64 8.0%  安全・衛生 2 0.3% 

接客対応 97 12.2% 
 

その他  21 2.6% 

役務 ①介護 117 14.7%  計 798 100.0% 

品質 ②食事 17 2.1%      

 

 

 

 

 



 

 

４．2024年度 事例発表一覧（ホーム名は発表時点） 

  法人名 ホーム名 発表タイトル 

西
日
本
事
例
発
表
研
修
会 

1 スミリンケアライフ株式会社 エレガーノ西宮 

高齢者施設における利用者への身体能力

の再認識による 主体的運動習慣への影

響と効果 

2 
一般財団法人日本老人福祉財

団 
神戸〈ゆうゆうの里〉 

ヒヤリは「ありがとう」 

～ 2年目の取り組み ～ 

3 社会福祉法人大五京 シルバーホーム衣笠 
人の心と人の手で 

～その人らしさを尊重する～ 

4 社会福祉法人聖隷福祉事業団 松山エデンの園 
個別性のある排泄ケア 

～自分らしく生活していただくために～  

5 スミリンケアライフ株式会社 大阪〈ゆうゆうの里〉 

生成 AIの試用による業務改善 

～ ChatGPT を自分たちの業務にどう活

かすか ～ 

6 スミリンケアライフ株式会社 ドマーニ神戸 
施設高齢者が歩行トレーニングロボット

を使用した歩行への影響：前後比較評価 

7 
一般財団法人日本老人福祉財

団 
京都〈ゆうゆうの里〉 

費用の高騰化を受けてコストの削減 

～安定した直営食堂運営のために～ 

8 スミリンケアライフ株式会社 エレガーノ甲南 

チェックシート活用による スムーズな

住み替えを目指して 

～住み替えの根拠となる判断基準の明確

化を図る～ 

9 
公益財団法人ニッセイ聖隷健

康福祉財団 

奈良ニッセイエデンの

園 

入居者の歩行状態の維持・向上のために 

～トルトを使用して見えたこと～ 

 
  

法人名 ホーム名 発表タイトル 

東
日
本
事
例
研
究
オ
ン
ラ
イ
ン
発
表
会 

1 社会福祉法人聖隷福祉事業団 油壺エデンの園 

打倒‼コロナフレイル ～あいさつ＋ＯＮ

Ｅの声かけで入居者の社会的フレイルを

解消～ 

2 
一般財団法人日本老人福祉財

団 

伊豆高原〈ゆうゆうの

里〉 

スムーズな入居者対応を実現したい！～

効率向上のための申し送り改善策～ 

3 スミリンフィルケア株式会社 
グランフォレスト氷川

台 

「健康サービス」の効果測定と考察 ー選

ばれる事業所に向けてー ～満床黒字化、

離職率低下、スキルアップ～ 

4 セコムフォート多摩株式会社 
コンフォートロイヤル

ライフ多摩 

Ｚ世代の介護観について～新卒入社から

の一年を振り返って～ 

5 株式会社サン・ラポール南房総 サン・ラポール南房総 褥瘡の治療 ～経過と観察の記録～ 

6 
株式会社太平洋シルバーサー

ビス 
シルバーシティ武蔵野 在宅復帰への取り組み 

7 東急ウェルネス株式会社 東急ウェリナ大岡山 
健康増進への試み～機能訓練指導員によ

る運動習慣定着への取り組み～ 

8 
大和ハウスライフサポート株

式会社 
ネオ・サミット湯河原 

人とテクノロジーの協働による未来～笑

顔溢れる介護現場を目指して～ 

9 株式会社マザアス マザアス南柏 ICT導入による センサー評価について 

10 
大和ハウスライフサポート株

式会社 
もみの樹・杉並 

家族とのパターゴルフを目指して 立位

保持のためのリハビリ    



 

 

５．有老協チャンネル 2024 年度動画配信テーマ一覧 

実施日 テーマ 

4 月 05日 意外と知らない 有料老人ホームの歴史 

4 月 12日 紹介会社さんに聞いてみた！有料老人ホーム紹介の疑問 Vol.1 

4 月 19日 紹介会社さんに聞いてみた！有料老人ホーム紹介の疑問 Vol.2 

4 月 26日 有老協・シルバー川柳 第 10回入選作 其の一 

5 月 10日 紹介会社さんに聞いてみた！有料老人ホーム紹介の疑問 Vol.3 

5 月 17日 有老協・シルバー川柳 第 10回入選作 其の二 

5 月 24日 協会の相談員に聞く！ ご家族の入居を検討している（迷っている）方へ 

5 月 31日 有老協・シルバー川柳 第 11回入選作 其の一 

6 月 07日 協会の相談員に聞く！ 自立型有料老人ホームの暮らし 

6 月 14日 有老協・シルバー川柳 第 11回入選作 其の二 

6 月 21日 ホームってどんな住まい？ホーム入居の心得 

6 月 28日 有老協・シルバー川柳 第 12回入選作 其の一 

7 月 05日 知っておきたい 有料老人ホームでよくあるトラブル 

7 月 12日 有老協・シルバー川柳 第 12回入選作 其の二 

7 月 19日 有老協と有料協・リビング倶楽部のご紹介 

7 月 26日 有老協・シルバー川柳 第 13回入選作 其の一 

8 月 02日 2023年度苦情相談から見る 入居時に注意するポイント！ 

8 月 09日 有老協・シルバー川柳 第 13回入選作 其の二 

8 月 16日 2023年度入居相談から みんなはどんな相談をしているの？ 

8 月 23日 有老協・シルバー川柳 第 14回入選作 其の一 

8 月 30日 2023年データでみる 老人ホームの「看取り」について 

9 月 03日 有老協・シルバー川柳 第 24回入選作発表！！ 2024年最新作 

9 月 13日 有老協・シルバー川柳 第 14回入選作 其の二 

9 月 20日 2023年データでみる 老人ホームの「協力医療機関」 

9 月 27日 有老協・シルバー川柳 第 15回入選作 其の一 

10 月 04日 2023年データでみる 老人ホームの「医療処置の実態」 

10 月 11日 有老協・シルバー川柳 第 15回入選作 其の二 

10 月 18日 データで見る！有料老人ホームの費用 東京都編 

10 月 25日 有老協・シルバー川柳 第 16回入選作 其の一 

11 月 01日 データで見る！有料老人ホームの費用 東北地方編 

11 月 08日 有老協・シルバー川柳 第 16回入選作 其の二 

11 月 15日 ホーム選びの参考に！安心・安全なホーム運営のための取組み紹介～北海道・岩手・

新潟のホームより 

11 月 22日 有老協・シルバー川柳 第 17回入選作 其の一 

11 月 29日 データで見る！有料老人ホームの費用 関東地方編 

12 月 06日 有老協・シルバー川柳 第 17回入選作 其の二 

12 月 13日 第三者チェック（サービス第三者評価）を受審したホームの取組み（神奈川のホー

ムより） 



 

 

実施日 テーマ 

12 月 20日 有老協・シルバー川柳 第 18回入選作 其の一 

12 月 27日 高齢者向け住まい紹介料の実態！選ぶべき安心できる紹介会社とは？ 

1 月 10日 有老協・シルバー川柳 第 18回入選作 其の二 

1 月 17日 データで見る！有料老人ホームの費用 中部地方編 

1 月 24日 有老協・シルバー川柳 第 19回入選作 其の一 

1 月 31日 取組み宣言と自主点検（あんしん宣言）をしたホームの取組み（北海道・千葉・埼

玉のホームより） 

2 月 07日 有老協・シルバー川柳 第 19回入選作 其の二 

2 月 14日 データでみる有料老人ホームの費用 北海道編 

2 月 21日 有老協・シルバー川柳 第 20回入選作 其の一 

2 月 28日 取組み宣言と自主点検（あんしん宣言）をしたホームの取組み（中部地方編） 

3 月 07日 有老協・シルバー川柳 第 20回入選作 其の二 

3 月 14日 「第 24回東日本事例研究発表会」最優秀賞と優秀賞のご紹介！ 

3 月 21日 有老協・シルバー川柳 第 24回入選作！ 2024年最新作！！ 

3 月 28日 データで見る！有料老人ホームの費用 九州・沖縄地方編 

 

６.「第 24回シルバー川柳」入選作品 

食べられん 鰻と寿司は 食べるけど 

時短家電 覚えるまでに 長時間          

パスワード みんな違って みんなダメ  

ポイントは 貯まらないのか 医者通い     

妻旅行 聞いた途端に 元気でる  

モテ期きた ロマンス詐欺が 押し寄せる 

納得の 遺影がなくて まだ死ねぬ        

見つめてる 考えている あら寝てる 

食ったよね 食ったはずだが 何食った   

行くトイレ 三時四時五時 次何時        

孫の友 どの子の名前も 読めません      

政治家と「記憶にない」を 競ってる     

チャットより ちょっとは俺に 聞いてくれ 

悪いとこ どこでしたっけと 医者に聞く  

「出席」に 生きていたらの 但し書き 

平均を 超えそうなのは 寿命だけ    

脳だけで いいのに増える 顔のしわ 

孫たちに へいへい渡す PayPayで 

七回も 転んで起きれる わけがない 

老犬と いたわり合って 散歩する 

春風に 帽子とられて 杖で追う（有老協賞） 
 



 

 

７．2024年度 協会会員・登録ホームの状況（情報会員・賛同会員を除く） 

 

 

・2025年3月31日現在　412法人910ホーム

（１）施設種類別

有料老人
ホーム

サービス付
き高齢者向

け住宅

分譲型
ホーム

合計

ホーム数 840 53 17 910

割合 92.3% 5.8% 1.9% 100%

（２）会員の法人格

株式会社
社会福祉

法人
医療法人 有限会社 財団法人 社団法人 宗教法人

特定非営利
活動法人

合同会社 組合 公社 合計

法人数 294 35 47 18 6 2 3 2 2 1 2 412

割合 71.4% 8.5% 11.4% 4.4% 1.5% 0.5% 0.7% 0.5% 0.5% 0.2% 0.5% 100%

（３）会員別登録ホーム数
登録

ホーム数
1ホーム

2～10
ホーム

11～20
ホーム

21～30
ホーム

31ホーム
以上

合計

会員数 291 105 14 1 1 412

割合 70.6% 25.5% 3.4% 0.2% 0.2% 100%

（４）類型別ホーム数

介護付
介護付・
住宅型

住宅型 健康型 サ高住 (分譲型) 合計

ホーム数 640 5 194 1 53 17 910

割合 70.3% 0.5% 21.3% 0.1% 5.8% 1.9% 100%

（５）登録ホームの居室数

～10室 ～20室 ～30室 ～40室 ～50室 ～100室 ～150室 ～200室 ～250室 251室～ 合計
会員運営
ホーム(*)

ホーム数 17 39 93 94 148 345 80 36 20 38 910 3,291

居室数 136 671 2,515 3,405 6,853 24,327 10,001 5,972 4,460 13,870 72,210 198,532

割合 1.9% 4.3% 10.2% 10.3% 16.3% 37.9% 8.8% 4.0% 2.2% 4.2% 100%
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（５）登録ホームの居室数
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＊情報会員のホームを含み、ホーム数・居室数は自治体資料・各法人HPによる。

サービス
付き高齢者
向け住宅


	2024年度事業報告書
	2024年度事業報告付属明細書



